
第64回
定時株主総会
招集ご通知

証券コード：9051

日時 2023年６月29日（木曜日）
午前10時（受付開始：午前９時）

場所
宮城県名取市下余田字中荷672番地の１
センコン物流株式会社
名取本社会議室

■ 決議事項

第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 定款一部変更の件
第３号議案 取締役（監査等委員である取

締役を除く。）８名選任の件
第４号議案 監査等委員である取締役３名

選任の件
第５号議案 当社の取締役、執行役員及び

従業員に対しストックオプシ
ョンとして新株予約権を発行
する件

株主総会お土産配布の廃止について

株主総会にご出席くださる株主様とご出席が難しい株主様の
公平性等を勘案し、本年から、株主総会におけるお土産の配
布を取り止めさせていただきます。
何卒ご理解くださいますようお願い申しあげます。
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証券コード 9051
2023年６月13日

（電子提供措置の開始日2023年６月７日）
株 主 各 位

宮城県名取市下余田字中荷672番地の1

代表取締役会長兼CEO 久保田 晴 夫

第64回定時株主総会招集ご通知
拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
さて、当社第64回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあげます。
本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の下記ウェブサイ

トに「第64回定時株主総会招集ご通知」及び「第64回定時株主総会その他の電子提供措置事項
（交付書面省略事項）」として電子提供措置事項を掲載しております。

当社ウェブサイト https://www.senkon.co.jp/ir
また、上記のほか、インターネット上の下記ウェブサイトにも掲載しております。
東京証券取引所ウェブサイト
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

上記ウェブサイトにアクセスして、当社名または証券コードを入力・検索し、「基本情報」「縦
覧書類/ＰＲ情報」を順に選択のうえ、ご覧ください。

なお、当日ご出席されない場合は、インターネットまたは書面により議決権を行使することが
できますので、お手数ながら後記の「株主総会参考書類」をご検討のうえ、「議決権行使につい
てのご案内」に従って、2023年６月2８日(水曜日)午後６時00分までに議決権を行使してくだ
さいますようお願い申しあげます。

敬 具
記

1. 日 時 2023年６月29日（木曜日）午前10時（受付開始 午前９時）
2. 場 所 宮城県名取市下余田字中荷672番地の１

センコン物流株式会社 名取本社会議室
（末尾の「会場ご案内図」をご参照ください。）

3. 目 的 事 項
報 告 事 項 1. 第64期（2022年４月１日から2023年３月31日まで）事業報告の内

容、連結計算書類の内容並びに会計監査人及び監査等委員会の連結計算
書類監査結果報告の件

2. 第64期（2022年４月１日から2023年３月31日まで）計算書類の内容
報告の件
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決 議 事 項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 定款一部変更の件
第３号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）８名選任の件
第４号議案 監査等委員である取締役３名選任の件
第５号議案 当社の取締役、執行役員及び従業員に対しストックオプションとして新

株予約権を発行する件
以 上

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
［お願い］
〇当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいます
ようお願い申しあげます。

○株主様へご送付している書面には、法令及び当社定款第14条の規定に基づき、下記の事項を
記載しておりません。
・連結株主資本等変動計算書
・連結注記表
・株主資本等変動計算書
・個別注記表

〇電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内容を掲載さ
せていただきます。

[新型コロナウイルス感染防止への対応について]

（株主様へのお願い）
〇本株主総会へのご出席を検討されている株主様におかれましては、当日までの健康状態に
もご留意いただき、健康と安全面から慎重なご判断をお願い申しあげます。

〇本株主総会の議決権行使につきましては、インターネットまたは同封の議決権行使書をご
返送いただく方法もございますので、そちらのご利用もご検討くださいますようお願い申
しあげます。

〇本株主総会におきましては、株主総会当日の状況に応じて、運営スタッフのマスク着用な
ど、感染予防措置を講じてまいります。

今後、株主総会当日までの状況変化とその対応につきましては、インターネット上の当社
ウェブサイト (https://www.senkon.co.jp）にてお知らせいたします。株主の皆様のご理
解並びにご協力をお願い申しあげます。
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2023年６月29日（木曜日） 2023年６月28日（水曜日） 2023年６月28日（水曜日）
午前10時

株主総会における議決権は、株主の皆様の大切な権利です。
後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してくださいますようお願い申しあげます。
議決権を行使する方法は、以下の3つの方法がございます。

議決権行使についてのご案内

株主総会に
ご出席される場合

書面（郵送）で議決権を
行使される場合

インターネットで議決権を
行使される場合

同封の議決権行使書用紙を会場受付
にご提出ください。

同封の議決権行使書用紙に議案に対
する賛否をご表示のうえ、ご返送く
ださい。

次ページの案内に従って、議案の賛
否をご入力ください。

日 時 行使期限 行使期限

午後６時00分到着分まで 午後６時00分入力完了分まで

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内
こちらに議案の賛否をご記入ください。
第１・２・５号議案

賛成の場合 「賛」の欄に〇印
反対する場合 「否」の欄に〇印
第３・４号議案

全員賛成の場合 「賛」の欄に〇印
全員反対する場合 「否」の欄に〇印
一部の候補者を
反対する場合

「賛」の欄に〇印をし、
反対する候補者の番号を
ご記入ください。

書面（郵送）及びインターネットの両方で議決権行使をされた場合は、インターネットによる議決権行使を有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。
また、インターネットにより複数回、議決権行使をされた場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。
議決権行使書面において、議案に賛否の表示がない場合は、賛成の意思表示をされたものとして取り扱わせていただきます。

※議決権行使書用紙はイメージです。

見 本
見 本
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インターネットによる議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法
「スマート行使」

議決権行使コード・パスワードを
入力する方法

議決権行使コード及びパスワードを入力することなく議決権行使
ウェブサイトにログインすることができます。

議決権行使
ウェブサイト https://www.web54.net

議決権行使書用紙右下に記載のQRコードを読み取ってください。1 議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2
※「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

議決権行使書用紙に記載された
「議決権行使コード」をご入力ください。

2

「次へすすむ」を
クリック

「議決権行使コード」
を入力

「ログイン」を
クリック

「パスワード」
を入力
実際にご使用になる
新しいパスワードを
設定してください

「登録」をクリック

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。4
※操作画面はイメージです。

「スマート行使」での議決権行使は１回に限り
可能です。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数ですが
PC向けサイトへアクセスし、議決権行使書用紙に記載の
「議決権行使コード」・「パスワード」を入力してログイン、
再度議決権行使をお願いいたします。
※QRコードを再度読み取っていただくと、PC向けサイト
へ遷移できます。

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォンの操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

三井住友信託銀行 証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル
電話番号：0120－652－031（フリーダイヤル）

（受付時間 ９：00～21：00）

見 本
見 本 見 本

議決権行使書用紙に記載された
「パスワード」をご入力ください。

3
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株主総会参考書類
議案及び参考事項
第１号議案 剰余金の処分の件

当期の期末配当につきましては、株主の皆様への継続的かつ安定的な配当を実施していくこ
とを基本方針としておりますので、以下のとおり普通株式１株につき７円50銭を配当させて
いただきたいと存じます。
これにより2022年12月２日に、普通株式１株につき７円50銭を中間配当としてお支払済

みですので、当期の年間配当金は普通株式１株につき15円となります。
（1）配当財産の種類

金銭といたします。
（2）株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金７円50銭 37,667,708円
（3）剰余金の配当が効力を生ずる日

2023年６月30日
第２号議案 定款一部変更の件
1. 提案の理由

周知性の向上及び手続きの合理性を図るため、当社の公告方法を電子公告に変更し、併せ
てやむを得ない事由によって電子公告による公告をすることができない場合の公告方法を定
めるものであります。

2. 変更の内容
変更の内容は、次のとおりであります。

（下線は変更部分を示しております。）
現 行 定 款 変 更 案
第１章 総則

（公告方法）
第５条 当会社の公告方法は、日本経済新聞に掲載し

て公告する。

第１章 総則
（公告方法）
第５条 当会社の公告方法は、電子公告とする。ただ

し、事故その他やむを得ない事由によって電
子公告による公告をすることができない場合
は、日本経済新聞に掲載して行う。
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第３号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）８名選任の件
本総会終結の時をもって取締役（監査等委員である取締役を除きます。以下、本議案におい

て同じです。）全員（６名）が任期満了となります。つきましては、経営陣の強化を図るため
取締役２名を増員し、取締役８名の選任をお願いするものであります。
取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する

当社の株式数

１

久 保
く ぼ た

田 晴
はる

夫
お

（1942年２月22日生）

1993年９月 当社顧問
1993年11月 当社常務取締役管理副本部長
1995年３月 当社代表取締役副社長
1997年６月 当社代表取締役社長
1999年６月 当社代表取締役会長兼社長兼CEO
2017年６月 当社代表取締役会長兼CEO（現任）
（重要な兼職の状況）
㈱ホンダカーズ埼玉西代表取締役会長
㈱センコンエンタープライズ代表取締役会長兼社長
㈱センコンアグリ宮城代表取締役社長
■取締役会への出席状況（2022年度）15／15回（100％）

151,100株

【取締役候補者とする理由】
代表取締役会長兼ＣＥＯとして経営の重要事項の決定及び業務執行の監督に十分な役割
を果たしており、その豊富な経験と知見に基づき、引き続き代表取締役会長兼ＣＥＯと
して当社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に活かしていくことに期待し取締
役候補者としております。

２

久 保
く ぼ た

田 賢
けん

二
じ

（1974年５月21日生）

1999年４月 当社入社
2006年４月 当社営業本部部長兼第五営業部長
2007年７月 当社執行役員事業統括副部長兼第五営業部長
2009年６月 当社取締役執行役員第三営業部長
2011年６月 当社取締役常務執行役員経営企画室長兼営業

副本部長兼第二営業部長
2013年６月 当社取締役副社長
2015年４月 当社取締役副社長副社長執行役員
2017年６月 当社代表取締役社長社長執行役員（現任）
■取締役会への出席状況（2022年度）15／15回（100％）

169,400株

【取締役候補者とする理由】
代表取締役社長社長執行役員として経営の重要事項の決定及び業務執行の監督に十分な
役割を果たしており、その豊富な経験及び知見に基づき、引き続き代表取締役社長社長
執行役員として当社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に活かしていくことに
期待し取締役候補者としております。
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する

当社の株式数

３

柴
しば

崎
さき

敏
とし

明
あき

（1962年10月20日生）

1981年３月 当社入社
2003年４月 当社総務部長
2005年６月 当社取締役総務部長
2007年７月 当社取締役執行役員法務部長兼管理副本部長
2011年６月 当社取締役常務執行役員管理本部長兼法務部

長
2016年７月 当社常務取締役管理本部長兼内部監査室長

（現任）
■取締役会への出席状況（2022年度）15／15回（100％）

14,000株

【取締役候補者とする理由】
常務取締役として経営の重要事項の決定及び業務執行の監督に十分な役割を果たしてお
り、管理部門における豊富な経験と実績に基づき、引き続き管理本部長兼内部監査室長
としてガバナンス強化及び経営全般に係る事項等の役割を期待し取締役候補者としてお
ります。

４

久 保
く ぼ た

田 秀
ひで

揮
き

（1972年２月14日生）

2002年11月 ㈱ホンダベルノ埼玉南（現㈱ホンダカーズ埼
玉西）入社

2013年６月 同社東飯能店長
2016年６月 同社オートテラス狭山中央店長
2018年４月 同社取締役中古車担当部長
2018年10月 同社取締役中古車営業部長
2020年２月 同社取締役総務部長
2020年６月 当社取締役
2021年６月 当社取締役グループ会社担当（現任）
2022年４月 ㈱ホンダカーズ埼玉西取締役中古車事業部長
2023年４月 同社取締役中古車部統括部長（現任）
■取締役会への出席状況（2022年度）15／15回（100％）

51,000株

【取締役候補者とする理由】
取締役として経営の重要事項の決定及び業務執行の監督に十分な役割を果たしており、
グループ会社の営業・管理部門における豊富な経験と実績に基づき、引き続き取締役と
してグループガバナンスの向上及び経営全般に係る事項等の役割を期待し取締役候補者
としております。
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する

当社の株式数

５

吉
よし

川
かわ

淳
じゅん

也
や

（1968年３月23日生）

2012年５月 当社入社 営業開発部長
2015年４月 当社執行役員営業副本部長兼本社営業部長
2017年４月 当社常務執行役員営業本部長兼フォワーディン

グ事業部長兼ＡＥＯ管理室長
2021年４月 当社専務執行役員営業本部長兼本社事業部長兼

ＡＥＯ管理室長
2021年６月 当社取締役専務執行役員営業本部長兼本社事業

部長兼ＡＥＯ管理室長
2022年４月 当社取締役専務執行役員営業本部長兼ＡＥＯ管

理室長（現任）
（重要な兼職の状況）
山陰センコン物流㈱代表取締役社長
■取締役会への出席状況（2022年度）15／15回（100％）

1,000株

【取締役候補者とする理由】
取締役専務執行役員として経営の重要事項の決定及び業務執行の監督に十分な役割を果
たしており、これまでの営業基盤強化及び営業部門における豊富な経験と実績に基づ
き、引き続き営業本部長として営業基盤の拡大や品質向上に向けた施策の推進及び経営
全般に係る事項等の役割を期待し取締役候補者としております。

６

黒
くろ

須
す

成
せい

一
いち

（1947年２月１日生）

1971年４月 新日本証券㈱（現みずほ証券㈱）入社
1990年３月 同社営業本部統括部課長
1998年12月 新日本ビルディング㈱（現みずほ証券㈱）研

修センター長
2019年５月 当社顧問
2019年６月 当社社外取締役監査等委員
2021年６月 当社取締役グループ会社統括室長（現任）
■取締役会への出席状況（2022年度）15／15回（100％）

0株

【取締役候補者とする理由】
取締役として経営の重要事項の決定及び業務執行の監督に十分な役割を果たしており、
長年に渡る営業部門管理職としての豊富な経験と実績に基づき、引き続きグループ会社
統括室長として当社グループの営業基盤の拡大や品質向上に向けた施策の推進及び経営
全般に係る事項等の役割を期待し取締役候補者としております。

2023年05月30日 17時30分 $FOLDER; 9ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



― 9 ―

候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する

当社の株式数

７

花 澤
はな ざわ

聡一郎
そういちろう

(1978年４月14日生)
[新任]

2001年４月 当社入社
2013年４月 当社第三営業部長
2019年４月 当社執行役員本社営業部・ＯＳ事業部統括兼本

社営業部長
2021年４月 当社執行役員OS事業部長
2021年10月 当社執行役員経営戦略室長
2022年２月 当社執行役員経営戦略室長兼東北事業部副部長
2023年４月 当社執行役員経営戦略室長兼営業本部部長（現

任）
11,700株

【取締役候補者とする理由】
入社以来、営業部門において実績を積み重ね事業内容に精通しており、2021年からは
執行役員経営戦略室長として当社の経営戦略を策定するなど豊富な経験と実績を有して
おります。この経験と実績が当社グループの持続的な成長と更なる企業価値向上に資す
ることを期待し取締役候補者としております。

８

團
だん

雅
まさ

義
よし

(1965年８月11日生)
[新任]

1989年４月 丸紅㈱入社
1995年４月 同社タイバンコック支店勤務
2002年４月 同社本社勤務／課長(電子材料ビジネス管掌)
2011年４月 同社豪州メルボルン支店支店長
2016年 4 月 同社本社勤務／副部長(化学品・電子材料ビジ

ネス管掌)
2020年 4 月 同社丸紅マレーシア会社社長
2022年４月 (株)ＡＲＣＡ入社常務取締役（現任）

0株

【社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要】
総合商社での海外駐在員や企業経営者としての豊富な経験及び幅広い知見を有しており
ます。この経験と知見による当社の経営全般の監督や業務執行にかかる戦略的なアドバ
イスを期待し社外取締役として選任をお願いするものであります。

（注）1. 各取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
2. 團 雅義氏は、社外取締役候補者であります。
3. 團 雅義氏は、東京証券取引所（スタンダード市場）が指定を義務付ける一般株主と利益相反が生じる

おそれのない独立役員の要件を満たしており、同氏の選任が承認された場合、当社は同氏を独立役員と
して同取引所に届け出る予定であります。

4. 團 雅義氏の選任が承認された場合は、当社との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第
423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結する予定であります。なお、当該契約に基づく賠償の限
度額は法令が規定する最低責任限度額であります。

5. 当社は、役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、被保険者が負担することになる法律上の
損害賠償金及び訴訟費用を当該保険契約により填補することとしております。候補者は、当該保険契約
の被保険者に含められることとなります。また、次回更新時には当該保険契約を更新する予定でありま
す。
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第４号議案 監査等委員である取締役３名選任の件
本総会終結の時をもって監査等委員である取締役全員（３名）が任期満了となりますので、

監査等委員である取締役３名の選任をお願いするものであります。
なお、本議案の提出につきましては、監査等委員会の同意を得ております。
監査等委員である取締役の候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する

当社の株式数

１

小
お

柏
がしわ

薫
かおる

(1967年１月７日生)
監査等委員である
取締役在任年数

６年(本株主総会終結時)

1987年４月 学校法人東京会計法律学園（現学校法人立志
舎）専任講師

1990年10月 ㈱新日本証券調査センター経営研究所(現㈱日
本投資環境研究所）入社

1992年12月 税理士登録
2005年６月 当社社外監査役
2017年６月 当社社外取締役監査等委員（現任）
2019年５月 東海カーボン㈱社外監査役（現任）
(重要な兼職の状況）
小柏薫税理士事務所代表
東海カーボン㈱社外監査役
■取締役会への出席状況(2022年度)15／15回(100％)
■監査等委員会への出席状況(2022年度)14／14回(100％)

0株

【社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要】
小柏 薫氏を監査等委員である取締役候補者とした理由は、税理士の資格を有してお
り、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しており、2005年６月より当社社外監
査役を務め、当社の事業内容にも精通していることから、経営を適切に監督いただいて
おります。当社はその経験・能力を高く評価しており、同氏が社外取締役に選任された
場合の役割として、その知見を活かした監督とアドバイスを行っていただくことが期待
されるため、引き続き監査等委員である社外取締役として選任をお願いするものであり
ます。
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する

当社の株式数

２

佐
さ

藤
とう

裕
ゆう

一
いち

(1954年11月21日生)
監査等委員である
取締役在任年数

６年(本株主総会終結時)

1985年４月 弁護士登録
1988年５月 佐藤裕一法律事務所開設
2001年７月 宮城県人事委員会委員（現任）
2002年４月 仙台弁護士会副会長
2004年４月 東北大学法科大学院教授
2007年９月 弁護士法人杜協同阿部・佐藤法律事務所（現弁

護士法人杜協同法律事務所）設立
2010年８月 宮城県立病院機構評価委員会委員（現任）
2016年５月 東北医科薬科大学病院倫理・治験委員会委員

（現任）
2017年６月 当社社外取締役監査等委員（現任）
2020年９月 弁護士法人杜協同法律事務所代表社員弁護士就

任（現任）
2022年４月 東北大学医療安全監査委員会委員（現任）
(重要な兼職の状況）
弁護士法人杜協同法律事務所代表社員弁護士
■取締役会への出席状況(2022年度)15／15回(100％)
■監査等委員会への出席状況(2022年度)14／14回(100％）

0株

【社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要】
佐藤裕一氏を監査等委員である取締役候補者とした理由は、弁護士の資格を有してお
り、法令に関する相当程度の知見を有しており、2017年６月から社外取締役として、
経営を適切に監督いただいております。当社はその経験・能力を高く評価しており、同
氏が社外取締役に選任された場合の役割として、その知見を活かした監督とアドバイス
を行っていただくことが期待されるため、引き続き監査等委員である社外取締役として
選任をお願いするものであります。
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する

当社の株式数

３

川
かわ

田
だ

増
ます

三
ぞう

(1945年２月18日生)
監査等委員である
取締役在任年数

２年(本株主総会終結時)

1963年４月 ㈱キャノンカメラ（現キャノン㈱）入社
1965年４月 向島公認会計士事務所入所
1972年３月 公認会計士登録
1974年７月 監査法人中央会計事務所（後のみすず監査法

人）入所
1993年９月 同所代表社員就任
2007年８月 清和監査法人（現ＲＳＭ清和監査法人）

シニアパートナー就任
2019年８月 史彩監査法人社員就任
2021年６月 当社社外取締役監査等委員（現任）
■取締役会への出席状況(2022年度)13／15回(86％)
■監査等委員会への出席状況(2022年度)13／1４回(92％）

0株

【社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要】
川田増三氏を監査等委員である取締役候補者とした理由は、公認会計士の資格を有して
おり、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しており、長年にわたり監査法人の要
職を歴任しています。当社はその経験・能力を高く評価しており、同氏が社外取締役に
選任された場合の役割として、その知見を活かした監督とアドバイスをいただくことが
期待されるため、引き続き監査等委員である社外取締役として選任をお願いするもので
あります。

（注）1. 各監査等委員である取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
2. 小柏 薫氏、佐藤裕一氏及び川田増三氏は、監査等委員である社外取締役候補者であります。
3. 小柏 薫氏、佐藤裕一氏及び川田増三氏は、東京証券取引所（スタンダード市場）が指定を義務付ける

一般株主と利益相反が生じるおそれのない独立役員として届け出ております。各氏が再任された場合は、
当社は引き続き各氏を独立役員とする予定であります。

4. 小柏 薫氏、佐藤裕一氏及び川田増三氏は、当社との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法
第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく賠償の限度額は法令が規
定する最低責任限度額であります。各氏の再任が承認された場合は、当社は各氏との間で上記責任限定
契約を継続する予定であります。

5. 当社は、役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、被保険者が負担することになる法律上の
損害賠償金及び訴訟費用を当該保険契約により填補することとしております。候補者は、当該保険契約
の被保険者に含められることとなります。また、次回更新時には当該保険契約を更新する予定でありま
す。
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第５号議案 当社の取締役、執行役員及び従業員に対しストックオプションとして新株予約権
を発行する件

会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき、以下の理由等により当社の取締役
（監査等委員である取締役及び社外取締役を除きます。）、執行役員及び従業員に対して、スト
ックオプションとして新株予約権を発行すること、及び新株予約権の募集事項の決定を当社取
締役会に委任することにつき、ご承認をお願いするものであります。
また、当社の取締役（監査等委員である取締役を除きます。）の報酬額は、2017年6月29日

開催の当社第58回定時株主総会において、報酬額を年額144,000千円以内とご承認いただい
ております。この度、当社の企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを付与するととも
に、株主の皆様と一層の価値共有を進めることを目的として、本株主総会の開催日から1年以
内に限り、当該報酬枠と別枠にて、新株予約権の割当日における新株予約権1個あたりの公正
価値に割当個数を乗じて算定される額として、取締役（監査等委員である取締役及び社外取締
役を除きます。）の報酬を50百万円以内として新株予約権を割当てすることにつきましても併
せてご承認をお願いするものであり、その内容は相当なものであると考えております。
なお、現在の取締役は6名（監査等委員である取締役及び社外取締役を除きます。）、監査等

委員である取締役は３名（社外取締役を含みます。）でありますが、本株主総会における第３
号議案及び第４号議案が原案どおり可決されますと、取締役は７名（監査等委員である取締役
及び社外取締役を除きます。）、監査等委員である取締役は３名（社外取締役を含みます。）と
なり、本議案による報酬の支給対象となる取締役は７名となります。

記
１．特に有利な条件をもってストックオプションとして新株予約権を発行することが必要な理
由

当社の取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除きます。）、執行役員及び従
業員に対して当社の企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを付与するとともに、
株主の皆様と一層の価値共有を進めることを目的として、ストックオプションとしての新
株予約権を割り当てるものです。

２．新株予約権の上限
3,000個を上限とする。
このうち、当社取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除きます。）に付与

する新株予約権は2,000個、執行役員及び従業員に対しては1,000個を本株主総会の開催
日から1年以内の日に発行する新株予約権の上限とする。なお上記上限の数は、割当予定
数であり、引受けの申込みがなされなかった場合等、割り当てる新株予約権の総数が減少
したときは、割り当てる新株予約権の総数をもって発行する新株予約権の総数とする。

３．新株予約権を行使することができる期間
割当決議日後2年を経過した日から当該決議日後10年を経過する日までとする。

４．新株予約権の目的である株式の種類及び数

2023年05月30日 17時30分 $FOLDER; 14ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



― 14 ―

当社普通株式300,000株を上限とする。
新株予約権の目的である株式の種類は、当社普通株式とし、新株予約権1個当たりの目

的である株式の数（以下、「付与株式数」という。）は100株とする。
なお、株主総会終結後、当社が、当社普通株式につき、株式分割、株式無償割当て又は

株式併合を行う場合には、次の算式により付与株式数の調整を行い、調整の結果生じる1
株未満の端数は、これを切り捨てる。

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式分割、株式無償割当て又は株式併合の比率

調整後付与株式数は、株式分割又は株式無償割当ての場合は、当該株式分割又は株式無
償割当ての基準日の翌日以降、株式併合の場合は、その効力発生日以降、これを適用す
る。ただし、剰余金の額を減少して資本金又は準備金を増加する議案が当社株主総会にお
いて承認されることを条件として株式分割又は株式無償割当てが行われる場合で、当該株
主総会の終結の日以前の日を株式分割又は株式無償割当てのための基準日とする場合は、
調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の日の翌日以降これを適用する。
また、当社が吸収合併もしくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合又は当社が

完全子会社となる株式交換もしくは株式移転を行い新株予約権が承継される場合には、当
社は、合併比率等に応じ、必要と認める付与株式数の調整を行うことができる。
付与株式数の調整を行うときは、当社は調整後付与株式数を適用する日の前日までに、

必要な事項を新株予約権原簿に記載された各新株予約権を保有する者（以下、「新株予約
権者」という。）に通知又は公告する。ただし、当該適用の日の前日までに通知又は公告
を行うことができない場合には、以後速やかに通知又は公告する。

５．新株予約権の行使に際して出資される財産の価額
１個当たりの新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権の行使に

より交付を受けることができる株式1株当たりの払込金額（以下、「行使価額」という。）
に付与株式数を乗じた金額とする。行使価額は、新株予約権の割当日の属する月の前月の
各日（取引が成立しない日を除く。）における東京証券取引所の当社普通株式の普通取引
の終値の平均値に1.05 を乗じた金額（1円未満の端数は切り上げる。）とする。ただし、
当該金額が新株予約権の割当日における東京証券取引所の当社普通株式の普通取引の終値
（取引が成立しない場合には、それに先立つ直近日の終値）を下回る場合は、当該終値を
行使価額とする。
ただし、以下ⅰ、ⅱ、又はⅲの各事由が生じたときは、各算式により調整された行使価

額に新株予約権1個当たりの目的である株式の数を乗じた額とする。なお、調整後の行使
価額は、1円未満の端数を切り上げる。

ⅰ 当社が株式分割又は株式併合を行う場合
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調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
1

分割･併合の比率

ⅱ 当社が時価を下回る価額で募集株式の発行又は自己株式の処分（株式の無償割当てに
よる株式の発行及び自己株式を交付する場合を含み、新株予約権（新株予約権付社債も
含む。）の行使による場合及び当社の普通株式に転換できる証券の転換による場合を除
く。）を行う場合

既発行株式数＋
新規発行株式数×1株当たり払込金額

調整後行使価額＝調整前行使価額×
募集株式発行前の株価

既発行株式数＋新規発行株式数

ただし、算式中の既発行株式数は、上記の株式の発行の効力発生日前日における当社の
発行済株式総数から、当該時点における当社の保有する自己株式の数を控除した数と
し、自己株式の処分を行う場合、新規発行株式数を処分する自己株式の数、募集株式発
行前の株価を自己株式処分前の株価にそれぞれ読み替えるものとする。また、算式中の
募集株式発行前の株価は、当社株式に市場価格がない場合、調整前行使価額とし、当社
株式に市場価格がある場合、直前の当社優先市場における最終取引価格とする。

ⅲ 当社が吸収合併存続会社となる吸収合併を行う場合、当社が吸収分割承継会社となる
吸収分割を行う場合、又は当社が完全親会社となる株式交換を行う場合、その他これら
の場合に準じて行使価額の調整を必要とする場合、当社は必要と認める行使価額の調整
を行う。

６．新株予約権の行使により株式を発行する場合に増加する資本金及び資本準備金に関する事
項

(1) 新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計
算規則第17条第1項に従い計算される資本金等増加限度額に0.5を乗じた金額とし、計
算の結果1円未満の端数が生じたときは、その端数を切り上げるものとする。

(2) 新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上
記(1)記載の資本金等増加限度額から上記(1)に定める増加する資本金の額を減じた額と
する。

７．新株予約権の譲渡制限
新株予約権を譲渡により取得する場合は、当社取締役会の承認を要する。

８．新株予約権の取得条項
(1) 以下のⅰ、ⅱ、ⅲ、ⅳ又はⅴのいずれかの議案につき当社株主総会で承認された場合
（株主総会決議が不要の場合は、当社の取締役会決議がなされた場合）は、取締役会が
別途定める日に、当社は無償で新株予約権を取得することができる。
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ⅰ 当社が消滅会社となる合併契約承認の議案
ⅱ 当社が分割会社となる分割契約もしくは新設分割計画承認の議案
ⅲ 当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画承認の議案
ⅳ 当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社
の承認を要することについての定めを設ける定款の変更承認の議案

ⅴ 新株予約権の目的である株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当
社の承認を要すること又は当該種類の株式について当社が株主総会の決議によって
その全部を取得することについての定めを設ける定款の変更承認の議案

(2) 新株予約権者が、下記11．(1)に定める新株予約権の行使の条件を満たさず、新株予
約権を行使できなくなった場合もしくは新株予約権者が権利行使期間開始前に死亡した
場合、当社はその新株予約権を無償にて取得することができる。

９．合併、吸収分割、新設分割、株式交換及び株式移転をする場合の新株予約権の取扱いに関
する事項

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割もしくは新設分割
（それぞれ当社が分割会社となる場合に限る。）、又は株式交換もしくは株式移転（それぞ
れ当社が完全子会社となる場合に限る。）（以上を総称して以下、「組織再編行為」とい
う。）をする場合において、組織再編行為の効力発生日（吸収合併につき吸収合併の効力
発生日、新設合併につき新設合併設立会社成立の日、吸収分割につき吸収分割の効力発生
日、新設分割につき新設分割設立会社成立の日、株式交換につき株式交換の効力発生日、
及び株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。）の直前において残存す
る新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）を保有する新株予約権者に対し、それ
ぞれの場合につき、会社法第236条第1項第8号のイからホまでに掲げる株式会社（以下、
「再編対象会社」という。）の新株予約権を交付することとする。ただし、以下の条件に沿
って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割
契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めることを条件とする。
(1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものと
する。

(2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類
再編対象会社の普通株式とする。

(3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数
組織再編行為の条件等を勘案のうえ、上記4．に準じて決定する。

(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額
ⅰ 交付される1個当たりの新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、再
編後払込金額に上記(3)に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象
会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。
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ⅱ 再編後払込金額は、組織再編行為の条件等を勘案のうえ、上記5．で定められる
行使価額を調整して得られる額とする。

(5) 新株予約権を行使することができる期間
上記3．に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為

の効力発生日のうちいずれか遅い日から、上記3．に定める新株予約権を行使するこ
とができる期間の満了日までとする。

(6) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金
に関する事項

上記6．に準じて決定する。
(7) 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承
認を要する。

(8) 新株予約権の取得条項
上記8．に準じて決定する。

(9) その他の新株予約権の行使の条件
下記11．に準じて決定する。

10．新株予約権を行使した際に生ずる1株に満たない端数の取決め
新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に1株に満たない端数がある場

合には、これを切り捨てるものとする。
11．その他の新株予約権の行使の条件

(1) 新株予約権者は、権利行使時においても、当社又は当社子会社の取締役、執行役員及
び従業員のいずれかの地位にあることを要するものとする。ただし、任期満了による退
任、定年退職、会社都合による退任・退職、業務上の疾病に起因する退職、及び転籍そ
の他正当な理由の存する場合はこの限りでない。

(2) 新株予約権者が権利行使期間到来前に死亡した場合は、新株予約権の相続を認めない
ものとする。ただし、新株予約権者が権利行使期間開始後に死亡した場合に限り、その
権利承継者がこれを行使できるものとする。権利承継者につき相続が開始された場合、
その相続人は新株予約権を承継しない。

12．新株予約権の払込金額
新株予約権と引き換えに金銭の払い込みを要しないものとする。

以 上
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＜ご参考＞
本招集ご通知記載の候補者を原案どおりにご選任いただいた場合の取締役のスキルマトリックスは以下のとお

りとなります。

No 役員 氏 名 企業経営
営業
マーケ

ティング

法務
コンプライ
アンス

リスク管理

財務
会計

労務管理
人材開発

グローバル
ビジネス

ＩＴ
デジタル

1 取締役 久保田 晴夫 ● ● ● ● ● ●

2 取締役 久保田 賢二 ● ● ● ● ● ●

3 取締役 柴崎 敏明 ● ● ● ●

4 取締役 久保田 秀揮 ● ● ● ●

5 取締役 吉川 淳也 ● ● ● ● ●

6 取締役 黒須 成一 ● ● ●

7 取締役 花澤 聡一郎 ● ● ● ●

8 取締役 團 雅義 ● ● ● ● ●

9 取締役
監査等委員 小柏 薫 ● ●

10 取締役
監査等委員 佐藤 裕一 ● ●

11 取締役
監査等委員 川田 増三 ● ●

（注）1．全員が本招集ご通知記載の候補者であります。
2．團 雅義氏及び取締役監査等委員の３名は、独立社外取締役であります。
3．本表は、各取締役の有する全てのスキルを表すものではありません。
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事 業 報 告
（2022

2023
年
年

４
３

月
月

１
31

日から
日まで）

1. 企業集団の現況に関する事項
（1）事業の経過及びその成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症に伴う行動制限が緩和
されたことにより経済活動が正常化しつつあるものの、半導体の供給不足やウクライナ情勢
の長期化によるエネルギー価格の高止まりと円安の進行等による物価上昇圧力が強まったこ
となどにより、依然として先行き不透明な状況が続きました。
当社グループを取り巻く経営環境におきましては、物流事業において国内及び国際貨物輸

送量の回復の動きは鈍く、また、燃料価格の高止まりや電気料金の値上がりに加え、乗用車
販売事業においては長引く半導体及び部品等のサプライチェーンの混乱による自動車メーカ
ー側の生産調整など、依然として厳しい状況が続きました。
このような経営環境の中で当社グループは、引き続き各事業分野において社会環境等の変

化や顧客ニーズに対応したソリューション型の営業活動及びＣＳ（顧客満足度）活動を展開
するとともに、継続した3ＰＬ（企業物流の包括的受託）事業、アウトソーシング事業、フ
ォワーディング事業、レコードマネジメントサービス事業及びトランクルーム事業の専業化
に注力するとともに、各事業分野における新たな領域での戦略を推進しながら、海外向け食
品等の輸出拡大など、事業の伸長に努めてまいりました。
この結果、当連結会計年度の営業収益は、倉庫事業においてアウトソーシング事業等での

受注高が増加しましたが、運送事業においては中国のゼロコロナ政策による経済活動の抑制
などにより海上コンテナ貨物の取扱いが減少したことに加え、乗用車販売事業においては半
導体や部品等のサプライチェーンの混乱による自動車メーカー側の生産調整などにより、新
車販売台数が減少したことにより、16,249百万円（対前年同期比97.1％）となりました。
利益面におきましては、減収の影響などにより、営業利益は739百万円（対前年同期比
90.6％）、経常利益は802百万円（対前年同期比98.6％）、親会社株主に帰属する当期純利
益は前期に連結子会社（１社）において計上した固定資産に係る減損損失が無くなったこと
などにより、522百万円（対前年同期比106.6％）となりました。
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なお、事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。
（運送事業）

運送事業につきましては、中国のゼロコロナ政策による経済活動の抑制などにより海上コ
ンテナ貨物の取扱い及び自動車関連貨物等の輸送量が減少したことなどにより、営業収益は
4,945百万円（対前年同期比95.2％）となりました。営業損益は、減収の影響と燃料価格の
高止まり及び輸送車両のメンテナンス費用の増加などにより、18百万円の損失（前年同期
は24百万円の損失）となりました。

（倉庫事業）
倉庫事業につきましては、化学・石油ゴム製品及び建設関連貨物等の受注高が増加したこ

となどにより、営業収益は3,888百万円（対前年同期比102.7％）となりました。営業利益
は、電気料金の値上がりなどにより、938百万円（対前年同期比97.2％）となりました。

（乗用車販売事業）
乗用車販売事業につきましては、半導体や部品等のサプライチェーンの混乱による自動車

メーカー側の生産調整などにより、新車販売台数が減少したことにより、営業収益は6,900
百万円（対前年同期比95.9％）となりました。営業利益は、サービス部門（車検・点検修
理等）の増収効果と中古車販売の台当たり粗利益が向上しましたが、新車販売収益の減少を
補えず、222百万円（対前年同期比97.3％）となりました。

（再生可能エネルギー事業）
再生可能エネルギー事業につきましては、日射量はほぼ横這いで推移したことにより、営

業収益は234百万円（対前年同期比100.5％）となりました。営業利益は、前期に計上した
太陽光発電システム（ＰＣＳ）の修繕費用が無くなったことなどにより、83百万円（対前
年同期比117.0％）となりました。

（アグリ事業）
アグリ事業につきましては、農産品等の店舗委託販売が増加したことなどにより、営業収

益は150百万円（対前年同期比107.0％）となりました。営業損益は、商品発送費の高騰と
人件費関連費用の増加などにより、5百万円の損失（前年同期は3百万円の利益）となりま
した。

（その他の事業）
その他の事業につきましては、不動産事業、リース事業において取引高が減少したことな

どにより、営業収益は195百万円（対前年同期比76.0％）となりました。営業利益は、減
収の影響などにより、４百万円（対前年同期比63.6％）となりました。
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（2）設備投資の状況
当連結会計年度中に実施いたしました設備投資の総額はリースを含めて814百万円であ

り、その主な内容は次のとおりであります。
当連結会計年度中に実施した主要な設備投資
運送事業…輸送車両の取得
倉庫事業…ＲＭ事業部事業用地取得、古川営業所第三倉庫空調機更新工事、秋田営業所倉

庫庇改修工事

（3）資金調達の状況
当連結会計年度中に実施いたしました設備投資の所要資金は、自己資金と金融機関からの

借入金で賄いました。

（4）対処すべき課題
今後の当社グループを取り巻く経営環境におきましては、労働力不足や2024年問題への

対応及び燃料価格の高止まりや電気料金の値上げに加え、長引く半導体及び部品等の供給不
足による自動車メーカー側の生産調整による顧客への納期遅延など、更に厳しい状況が続く
ものと思われます。
このような経営環境のなかで当社グループは、引き続き社会環境等の変化や顧客ニーズに

対応したソリューション型の営業活動及びＣＳ（顧客満足度）活動の展開を図るとともに、
物流の起点である現場業務の効率化や最適化を基本に企業間物流においては、徹底的な専業
化に取り組む一方、個人向け型の事業モデルの構築を進め事業領域の拡大に努めながら、Ｅ
Ｓ（従業員満足度）経営を意識した労働環境の改善、プロフェッショナルの育成、安全教
育、安全管理及び内部管理体制の充実に取り組んでまいります。
また、利益向上に向け当社グループ間での情報共有を密に行いながら、個々の事業の特長

を最大限に発揮するための組織改革や経営資源配分の最適化による資産の効率化と財務の健
全化を図っていく所存であります。
株主の皆様におかれましては、今後ともなお一層のご支援とご鞭撻を賜りますようお願い

申しあげます。
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（5）財産及び損益の状況の推移

区 分 第61期
（2020年３月期）

第62期
（2021年３月期）

第63期
（2022年３月期）

第64期
（当連結会計年度）
（2023年３月期）

営 業 収 益 （千円） 16,193,778 16,071,021 16,727,466 16,249,195
経 常 利 益 （千円） 450,148 623,561 814,203 802,429
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 （千円） 209,751 355,261 489,572 522,122

１株当たり当期純利益 （円） 43.05 67.81 95.05 102.99

総 資 産 （千円） 17,973,097 18,173,010 17,539,372 17,548,215
純 資 産 （千円） 4,339,435 4,652,185 5,012,119 5,399,003

（6）重要な親会社及び子会社の状況
① 親会社の状況

該当事項はありません。
② 重要な子会社の状況

会 社 名 資本金 議決権比率 主要な事業内容
㈱ ホ ン ダ カ ー ズ 埼 玉 西 90,000千円 84.7％ 乗用車販売事業

㈱センコンエンタープライズ 30,000 100.0
乗用車販売事業、再生可能エ
ネルギー事業、不動産事業、
リース事業、葬祭事業、採石
事業

③ 当連結会計年度末日における特定完全子会社の状況
該当事項はありません。

（7）主要な事業内容（2023年３月31日現在）
運送事業 一般貨物自動車運送事業、貨物運送取扱事業、国際航空海上貨物取扱

業、３ＰＬ（企業物流の包括的受託）事業
倉庫事業 倉庫業、通関業、３ＰＬ（企業物流の包括的受託）事業、商物一体物流

サービス事業
乗用車販売事業 本田技研工業㈱製造車両の仕入・販売・修理、他メーカーの新・中古自

動車の仕入・販売・修理事業
再生可能エネル
ギー事業

太陽光発電事業、小型風力発電事業

アグリ事業 農産物の仕入・販売事業
その他の事業 不動産事業、リース事業、物流機器等の仕入・販売事業、葬祭事業、採

石事業
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（8）主要な営業所（2023年３月31日現在）
① 当社
仙 台 本 社 （宮城県仙台市青葉区） 花 巻 営 業 所 （岩手県花巻市）
名 取 本 社 （宮城県名取市） 金ケ崎物流センター （岩手県胆沢郡金ケ崎町）
本 社 営 業 所 （宮城県名取市） 盛 岡 営 業 所 （岩手県紫波郡矢巾町）
仙台空港営業所 （宮城県名取市） 秋 田 営 業 所 （秋田県秋田市）
ＲＭ事業部第一センター （宮城県仙台市太白区） 山 形 営 業 所 （山形県天童市）
仙 台 港 営 業 所 （宮城県仙台市宮城野区） 東根物流センター （山形県東根市）
ＲＭ事業部第二センター （宮城県名取市） 東根第二物流センター （山形県東根市）
古 川 営 業 所 （宮城県大崎市） 福 島 営 業 所 （福島県本宮市）
仙台北部ロジスティクスセンター （宮城県黒川郡大和町） 新 潟 営 業 所 （新潟県北蒲原郡聖籠町）
北 上 営 業 所 （岩手県北上市） 東 京 営 業 所 （東京都江東区）

（注） 登記上の本店所在地は、名取本社（宮城県名取市下余田字中荷672番地の１）となります。

② 主要な子会社
㈱ホンダカーズ埼玉西 本社（埼玉県狭山市）
㈱センコンエンタープライズ 本社（宮城県名取市）

（9）従業員の状況（2023年３月31日現在）
従 業 員 数 前期末比増減

422名 8名減

（注） 上記の従業員数には、臨時従業員179名（嘱託、パートタイマー、アルバイト）は含んでおりません。
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（10）主要な借入先（2023年３月31日現在）
借 入 先 借 入 金 残 高

㈱ 七 十 七 銀 行 1,889,160千円

農 林 中 央 金 庫 874,800

㈱ 商 工 組 合 中 央 金 庫 661,200

㈱ 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 570,000

㈱ 東 邦 銀 行 567,112

2. 会社の株式に関する事項（2023年３月31日現在）
（1）発行可能株式総数 21,712,000株
（2）発行済株式の総数 5,651,000株（自己株式628,639株を含む）
（3）株主数 1,675名
（4）大株主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

久 保 田 純 子 632,024株 12.58％

㈱ 日 立 物 流 500,000 9.96

花 澤 隆 太 465,677 9.27

㈱富士ロジテックホールディングス 452,000 9.00

ニ ッ コ ン ホ ー ル デ ィ ン グ ス ㈱ 275,700 5.49

久 保 田 賢 二 169,400 3.37

久 保 田 晴 夫 151,100 3.01

㈱ 七 十 七 銀 行 148,000 2.95

㈲ ハ ナ ザ ワ ・ コ ー サ ン 79,779 1.59

三 井 住 友 海 上 火 災 保 険 ㈱ 70,000 1.39

（注）1. 当社は自己株式（628,639株）を保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。
2. 持株比率は自己株式（628,639株）を控除して計算し、小数点第３位以下を四捨五入して表示して

おります。
3. (株)日立物流は、2023年４月１日をもってロジスティード(株)に商号変更をしております。
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（5）その他株式に関する重要な事項
① 自己株式の取得
1. 2021年９月１日開催の取締役会決議に基づく自己株式の取得
(1) 取得した株式の種類及び数 普通株式 4,500株
(2) 取得価額の総額 3,574千円
(3) 取得期間 2021年９月２日～2022年６月30日

2. 2022年８月10日開催の取締役会決議に基づく自己株式の取得
(1) 取得した株式の種類及び数 普通株式 75,700株
(2) 取得価額の総額 61,383千円
(3) 取得期間 2022年８月12日～2023年６月30日

3. 会社の新株予約権等に関する事項
該当事項はありません。

4. 会社役員に関する事項（2023年３月31日現在）
（1）取締役の氏名等

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 会 長 兼 CEO 久保田 晴 夫
㈱ホンダカーズ埼玉西代表取締役会長、㈱センコンエン
タープライズ代表取締役会長兼社長、㈱センコンアグリ
宮城代表取締役社長

代表取締役社長社長執行役員 久保田 賢 二
常 務 取 締 役 柴 崎 敏 明 管理本部長、内部監査室長
取 締 役 久保田 秀 揮 グループ会社担当

取 締 役 専 務 執 行 役 員 吉 川 淳 也 営業本部長、ＡＥＯ管理室長、山陰センコン物流㈱代表
取締役社長

取 締 役 黒 須 成 一 グループ会社統括室長
取 締 役 （監 査 等 委 員） 小 柏 薫 小柏薫税理士事務所代表、東海カーボン㈱社外監査役
取 締 役 （監 査 等 委 員） 佐 藤 裕 一 弁護士法人杜協同法律事務所代表社員弁護士
取 締 役 （監 査 等 委 員） 川 田 増 三

（注）1. 取締役（監査等委員）小柏 薫、佐藤裕一及び川田増三の各氏は、社外取締役であり、東京証券取引
所が指定を義務付ける一般株主と利益相反が生じるおそれのない独立役員として届け出ております。

2. 取締役（監査等委員）小柏 薫氏は、税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の
知見を有しております。

3. 取締役（監査等委員）佐藤裕一氏は、弁護士の資格を有しており、企業法務に関する相当程度の知見
を有しております。

4. 取締役（監査等委員）川田増三氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程
度の知見を有しております。
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5. 当社は監査等委員会の職務を補助するものとして、監査等委員会事務局を設置し、重要会議等を通じ
て情報の収集を行うほか、内部統制システムを通じた組織的監査を実施することにより監査の実効性
を確保していることから、常勤の監査等委員を選任しておりません。

6. 当社は経営意思決定の迅速化及び経営責任の明確化を図るため、執行役員制度を導入しております。
当期末における取締役を兼務している執行役員以外の執行役員は次のとおりであります。
地 位 氏 名 担 当

常 務 執 行 役 員 見 崎 以知郎 Klassy・ＲＭ事業部長
執 行 役 員 成 田 浩 憲 安全品質部長、ＯＳ事業部長
執 行 役 員 佐 藤 義 則 東北事業部長、運輸部長
執 行 役 員 花 澤 聡一郎 経営戦略室長、東北事業部副部長
執 行 役 員 齋 藤 充 彦 管理本部部長、総務部長

7. 2023年４月１日付で、執行役員の担当に異動がありました。
地 位 氏 名 担 当

常 務 執 行 役 員 見 崎 以知郎 Klassy・ＲＭ事業部長
常 務 執 行 役 員 成 田 浩 憲 安全品質部長、ＯＳ・山形事業部管掌
執 行 役 員 佐 藤 義 則 東北事業部長、運輸部長
執 行 役 員 花 澤 聡一郎 経営戦略室長、営業本部部長
執 行 役 員 齋 藤 充 彦 管理本部部長、総務部長

（2）責任限定契約の内容の概要
当社は、社外取締役（監査等委員）小柏 薫、佐藤裕一及び川田増三の各氏と会社法第

427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結してお
り、当該契約に基づく賠償の限度額は法令が規定する最低責任限度額であります。

（3）役員等賠償責任保険契約の内容の概要
当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間

で締結し、役員等がその職務の執行に関し責任を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を
受けることによって生ずる損害を当該保険契約により填補することとしております。
当該役員等賠償責任保険契約の被保険者は当社取締役、監査等委員、執行役員等の主要な

業務執行者及び当社グループ会社役員であり、全ての被保険者について、その保険料を全額
当社が負担しております。但し、法令違反の行為であることを認識して行った行為に起因し
て生じた損害は填補されないなど、一定の免責事由があります。
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（4）取締役の報酬等の額
区 分 支 給 人 員 報 酬 等 の 額

取締役（監査等委員を除く） ６名 128,357千円
（うち社外取締役） （ ― ） （ ― ）

取 締 役 （監 査 等 委 員） 3名 9,100千円
（うち社外取締役） （3名） （9,100千円）

合 計 9名 137,457千円
（うち社外取締役） （3名） （9,100千円）

（注）1. 2017年６月29日開催の第58回定時株主総会決議による限度額
取締役（監査等委員を除く） ４名 年額 144,000千円
取締役（監査等委員） ３名 年額 24,000千円

2. 上記報酬等の額の他、使用人兼務取締役の使用人給与相当額11,648千円を支給しております。
3. 上記報酬等の額には、当事業年度において費用計上した役員退職慰労引当金繰入額14,757千円（取

締役（監査等委員を除く）14,057千円、取締役（監査等委員）700千円）を含めております。

（5）取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針等
本方針は、当社取締役会において決定しております。

① 基本方針
当社取締役の報酬等は、企業価値の持続的な向上を図ることを目的に、個々の取締役の

報酬等の決定に際しては、各職責を踏まえた適正な水準とすることを基本方針とし、具体
的には職務執行の対価として毎月固定額を支給する「月次報酬」、各事業年度の業績等を
勘案して支給する「賞与」、在任中の功労に報いるため支給する「退職慰労金」により構
成される基本報酬とする。

② 月次報酬の個人別報酬額の決定に関する方針
当社取締役の月次報酬は、月例の固定報酬とし、役位、職責、在任年数、当社の業績及

び担当領域のグループ経営への大きさを総合的に勘案し、株主総会により決定した取締役
報酬の範囲内で、取締役（監査等委員である取締役を除く。）は取締役会の決議により決
定するものとする。

③ 取締役の賞与の内容及び額の決定に関する方針
当社取締役の賞与は、各事業年度の当社及び当社グループの業績並びに貢献度、その他

諸般の事情を総合的に勘案し、賞与を支給する場合、株主総会において支給対象となる取
締役及び支給総額を決定し、その後に取締役会において個人別の支給額及び支給時期を決
定するものとする。

④ 取締役の個人別報酬における基本報酬の割合の決定方針
当社取締役の報酬は、基本報酬のみで構成されており、その割合は100％とする。
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⑤ 取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項
当社取締役（監査等委員である取締役を除く。）の個人別の報酬額については、取締役

会決議に基づき代表取締役会長兼CEOの久保田晴夫がその具体的内容について委任を受
けるものとし、本権限を委任した理由は、当社全体の業績を俯瞰しつつ、各取締役の担当
業務の評価においても適切な判断が可能であると考えているためであり、その権限の内容
は、各取締役の基本報酬の額及び各取締役の担当事業等の業績等を踏まえた賞与の評価配
分とする。
また、退任取締役に対し、在任中の功労に報いるため、退職慰労金を支給する場合、株

主総会において当社における一定の基準に従い、相当額の範囲内で退職慰労金を支給する
ことを決議し、その具体的金額、支給の時期及び方法等については、取締役（監査等委員
である取締役を除く。）は取締役会の協議により決定するものとする。

当事業年度に係る取締役（監査等委員であるものを除く。）の個人別の報酬等の内容につ
いては、取締役会は、決定の概要につき報告を受け、その報告内容を基本方針と照らし合わ
せ、これに沿うものと判断しております。
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5. 社外役員に関する事項
（1）他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該法人等との関係

① 社外取締役（監査等委員）小柏 薫氏は、小柏薫税理士事務所の代表及び東海カーボン
㈱の社外監査役を兼職しております。当社と同事務所及び同社との間に取引関係はありま
せん。

② 社外取締役（監査等委員）佐藤裕一氏は、弁護士法人杜協同法律事務所の代表社員弁護
士を兼職しております。当社と同事務所との間で顧問契約を締結しておりますが、その顧
問料は僅少であります。

（2）主要取引先等特定関係事業者との関係
該当事項はありません。

（3）当事業年度における主な活動状況

区 分 氏 名 出席状況、発言状況及び
社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

社 外 取 締 役
（監査等委員） 小 柏 薫

当事業年度に開催された取締役会15回のうち15回、また監査等
委員会14回のうち14回に出席し、主に税理士としての専門的見
地から、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するため
の発言を行っております。

社 外 取 締 役
（監査等委員） 佐 藤 裕 一

当事業年度に開催された取締役会15回のうち15回、また監査等
委員会14回のうち14回に出席し、主に弁護士としての専門的見
地から、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するため
の発言を行っております。

社 外 取 締 役
（監査等委員） 川 田 増 三

当事業年度に開催された取締役会15回のうち13回、また監査等
委員会14回のうち13回に出席し、主に公認会計士としての専門
的見地から、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保する
ための発言を行っております。

（注） 上記の取締役会の開催回数のほか、取締役会があったものとみなす書面決議が（3回）ありました。
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6. 会計監査人の状況
（1）会計監査人の名称 ＲＳＭ清和監査法人

（2）当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
① 公認会計士法第２条第１項の業務に係る報酬等の額

32,000千円
② 当社及び当社子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額

32,000千円
（注）1. 会計監査人の報酬等について監査等委員会が同意した理由

監査等委員会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、
監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠などが適切であるか確認し、
検討した結果、会計監査人の報酬等について会社法第399条第１項の同意を行っております。

2. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監
査の監査報酬の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当該事業年度に係
る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

（3）非監査業務の内容
該当事項はありません。

（4）会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
当社監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第1項各号に定める項目に該当すると

認められる場合には、監査等委員全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この
場合、監査等委員会が選定した監査等委員は、解任した旨及び解任の理由を解任後最初に招
集される株主総会において報告いたします。
また、当社監査等委員会は、会計監査人の職務の執行状況や当社の監査体制等を勘案して

会計監査人の変更が必要であると認められる場合には、株主総会に提出する会計監査人の解
任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。
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7. 会社の体制及び方針
業務の適正を確保する体制
当社は、会社法及び会社法施行規則に定める「業務の適正を確保するための体制」につい

て、取締役会において決議しております。その概要は以下のとおりであります。
（1）取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

取締役を含む役職員が法令及び定款を遵守し、健全な社会規範の下にその職務を執行する
ため、「企業倫理規程」を定める。
また、その周知徹底を図るため、法務部門の強化を行い、コンプライアンス体制の整備と

充実に努め、代表取締役社長を委員長とした各部門の本部長等を構成員とする「リスク管理
委員会」を最低年１回開催し、倫理規程の見直しその他、職務の執行が法令及び定款に適合
することを確保するための方策について見直しや対応を検討する。

（2）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
取締役の意思決定及び職務の執行、取締役への報告等に関する重要な情報については、社

内規程に従うほか、法令に準拠した適切な保管・管理を行う。
また、取締役は、常時、これを閲覧できるものとする。

（3）損失の危機の管理に関する規程その他の体制
当社及び子会社の財務、法務、環境、情報セキュリティ、災害等に関するリスクについて

は、それぞれの担当部署にて、社内規程・業務マニュアル等を作成・配布し、必要に応じて
研修の実施を行うものとする。
また、リスク情報を集約し、職務執行への活用を図るとともに、緊急事態が生じた場合、

速やかに対応責任者となる担当取締役を定め、損失の危機に迅速に対応する体制を構築す
る。

（4）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
① 取締役会を毎月１回開催し、法令に定められた事項や経営に関する重要事項について審
議、決定するとともに、取締役の職務執行の状況について監督する。
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② 経営戦略等の重要事項の意思決定のプロセスは、事前に常務会や経営会議を活用し、十
分な議論を重ねて執行決定を行うものとする。

③ 「組織・業務分掌規程」及び「職務権限規程」等の社内規程に基づき、権限の委譲が行
われ、各レベルの責任者が適正かつ効率的に職務の執行が行われる体制を確保する。

（5）当社及びその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
① 当社は子会社の事業戦略に基づく意思決定及び業務の適正を確保するため「グループ会
社管理規程」を定め、この規程に従い所管部署が適正に管理し、内部監査室が「内部監査
規程」に基づき、子会社の監査を行う。

② 子会社については、経営の自主性を尊重しつつ、子会社の業務及び取締役等の職務の執
行に係る状況を定期的に当社の取締役会に報告し、重要な案件については、事前協議を行
い当社の承認を要する体制とする。

（6）監査等委員会の職務を補助すべき使用人に関する事項及び当該使用人の取締役（監査等委
員である取締役を除く。）からの独立性に関する事項並びに当該使用人に対する監査等委
員会の指示の実効性の確保に関する事項

① 監査等委員会は、必要に応じて監査等委員の業務補助のため補助者を置くこととし、そ
の人事については監査等委員会の同意のもと、取締役会が決定し、取締役（監査等委員で
ある取締役を除く。）からの独立を確保する。

② 当該使用人が他部署の使用人を兼務する場合は、監査等委員会に係る業務を優先して従
事するものとする。また、兼務する他部署の上長及び取締役（監査等委員である取締役を
除く。）は、当該業務の遂行にあたって要請があった場合は、必要な支援を行う。

（7）取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人が監査等委員会に報告するための
体制及び報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを
確保するための体制

① 監査等委員は、取締役会のほか、重要な意思決定のプロセス及び業務の執行状況を把握
するため、その他の重要な会議に出席するとともに、主要な稟議書や業務執行に関する重
要な文書を閲覧し、必要に応じて取締役（監査等委員である取締役を除く。）又は使用人
にその説明を求めることとする。
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② 当社及び子会社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）、使用人等は、次のような
当社及び子会社に重大な影響を及ぼす事項が発生又はその恐れがある場合は、速やかに監
査等委員会に報告する。
・財務及び事業に重大な影響を及ぼす事項
・重大な法令・定款違反
・その他コンプライアンス上重大な事項

③ 監査等委員会に対して前号の報告を行ったことを理由として、当該報告者は何ら不利益
な取扱いを受けないものとする。

（8）監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還の手続きその他の当該職務
の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
監査等委員がその職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還等の請求をしたとき

は、当該監査等委員の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用
又は債務を処理する。

（9）その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
監査等委員は、取締役会のほか、重要な会議に出席し意見を述べるとともに、代表取締役

及び会計監査人並びに内部監査人と定期的に会合をもち、会社が対処すべき課題、監査等委
員会の監査の状況、監査上の重要課題等について意見交換し、併せて必要と判断される要請
を行う。

［反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況］
（1）反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方

当社は、反社会的勢力との関係を根絶することを基本的な方針としており、企業倫理規程
及び行動基準細則に「社会の秩序や企業の健全な活動に脅威を与える反社会的な勢力に対し
て、経済的な利益は供与しない」と定め、全社的に取り組んでいる。

（2）反社会的勢力排除に向けた整備状況
・具体的な対応に関してはマニュアル等を整備し、対応手順を明確にしている。
・万が一問題が生じた場合、対応統括部署である総務部が顧問弁護士や所轄警察署等の専門
家に相談のうえ、適切に対処するようにしている。
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[業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要]
取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務

の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおりであります。
（1）内部統制システム全般

当社及び子会社の内部統制システム全般の整備・運用状況を当社の内部監査室がモニタリ
ングし、改善を進めております。

（2）コンプライアンス
当社は、当社及び子会社の使用人に対し、その階層に応じて必要なコンプライアンスにつ

いて、社内研修での教育及び会議体での説明を行い、法令及び定款を遵守するための取り組
みを継続的に行っております。
また、当社はコンプライアンス規程により相談・通報体制を設けており、コンプライアン

スの実効性向上に努めております。

（3）リスク管理体制
リスク管理委員会において、各部門及び子会社から報告されたリスクのレビューを実施し

て全社的な情報共有に努めたほか、当該リスクの管理状況について取締役会に報告いたしま
した。

（4）内部監査
内部監査室が作成した内部監査計画に基づき、当社及び子会社の内部監査を実施いたしま

した。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
（注） 事業報告中の記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（2023年３月31日現在）

（単位：千円）
資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 5,551,629 流 動 負 債 6,503,051

現 金 及 び 預 金 2,584,882 支払手形及び営業未払金 1,522,953
受取手形及び営業未収入金 1,692,989 短 期 借 入 金 1,322,348
営 業 貸 付 金 55,490 １年以内返済予定長期借入金 1,921,506
商 品 1,019,752 リ ー ス 債 務 140,201
貯 蔵 品 15,302 未 払 法 人 税 等 154,818
そ の 他 233,325 未 払 消 費 税 等 72,567
貸 倒 引 当 金 △50,112 賞 与 引 当 金 118,941

固 定 資 産 11,996,585 役 員 賞 与 引 当 金 17,000
有 形 固 定 資 産 9,964,593 そ の 他 1,232,716
建 物 及 び 構 築 物 2,549,142 固 定 負 債 5,646,160
機械装置及び運搬具 1,351,392 長 期 借 入 金 4,695,697
土 地 5,595,451 リ ー ス 債 務 382,442
建 設 仮 勘 定 171,327 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 230,418
そ の 他 297,278 退 職 給 付 に 係 る 負 債 207,902
無 形 固 定 資 産 67,819 長 期 未 払 金 49,635
借 地 権 13,978 資 産 除 去 債 務 42,379
ソ フ ト ウ ェ ア 44,313 そ の 他 37,683
電 話 加 入 権 8,986 負 債 合 計 12,149,212
施 設 利 用 権 540 純 資 産 の 部
投 資 そ の 他 の 資 産 1,964,173 株 主 資 本 5,165,317
投 資 有 価 証 券 397,029 資 本 金 1,262,736
長 期 貸 付 金 968,338 資 本 剰 余 金 1,186,733
繰 延 税 金 資 産 210,920 利 益 剰 余 金 3,170,307
そ の 他 911,719 自 己 株 式 △454,459
貸 倒 引 当 金 △523,834 その他の包括利益累計額 27,842

その他有価証券評価差額金 28,793
為 替 換 算 調 整 勘 定 △1,737
退職給付に係る調整累計額 786

非支配株主持分 205,843
純 資 産 合 計 5,399,003

資 産 合 計 17,548,215 負債及び純資産合計 17,548,215
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連 結 損 益 計 算 書
（2022

2023
年
年

４
３

月
月

１
31

日から
日まで）

（単位：千円）
科 目 金 額

営 業 収 益 16,249,195
営 業 原 価 13,238,531
営 業 総 利 益 3,010,663

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,271,640
営 業 利 益 739,022

営 業 外 収 益
受 取 利 息 12,367
受 取 配 当 金 10,790
受 取 手 数 料 2,798
受 取 保 険 金 37,576
投 資 有 価 証 券 売 却 益 52,099
為 替 差 益 789
そ の 他 27,804 144,225

営 業 外 費 用
支 払 利 息 55,398
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 10,000
そ の 他 15,420 80,818
経 常 利 益 802,429

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 5,506
貸 倒 引 当 金 戻 入 益 10,272
災 害 損 失 引 当 金 戻 入 額 90 15,868

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 5,036
関 係 会 社 出 資 金 評 価 損 3,000 8,036
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 810,261
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 277,437
法 人 税 等 調 整 額 △10,742 266,694
当 期 純 利 益 543,567
非支配株主に帰属する当期純利益 21,444
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 522,122
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貸 借 対 照 表
（2023年３月31日現在）

（単位：千円）
資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 3,056,819 流 動 負 債 4,447,120

現 金 及 び 預 金 1,425,385 支 払 手 形 167,618
受 取 手 形 23,441 営 業 未 払 金 469,585
営 業 未 収 入 金 1,334,452 電 子 記 録 債 務 318,585
電 子 記 録 債 権 117,751 短 期 借 入 金 1,025,000
貯 蔵 品 14,903 １年以内返済予定長期借入金 1,793,846
貸 付 金 12,218 リ ー ス 債 務 126,522
関 係 会 社 短 期 貸 付 金 27,935 未 払 金 86,539
前 払 費 用 60,581 未 払 費 用 206,983
そ の 他 65,577 未 払 法 人 税 等 95,152
貸 倒 引 当 金 △25,428 未 払 消 費 税 等 44,454

固 定 資 産 10,596,427 前 受 金 23,165
有 形 固 定 資 産 6,906,747 預 り 金 6,666
建 物 1,815,178 賞 与 引 当 金 83,000
構 築 物 75,241 固 定 負 債 4,980,835
機 械 及 び 装 置 23,202 長 期 借 入 金 4,177,677
車 両 運 搬 具 23,775 リ ー ス 債 務 344,102
工 具 器 具 備 品 137,366 資 産 除 去 債 務 14,400
土 地 4,392,841 退 職 給 付 引 当 金 194,513
リ ー ス 資 産 415,790 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 190,699
建 設 仮 勘 定 23,350 預 り 保 証 金 24,202
無 形 固 定 資 産 65,406 そ の 他 35,238
借 地 権 13,978 負 債 合 計 9,427,955
ソ フ ト ウ ェ ア 24,016 純 資 産 の 部
リ ー ス 資 産 20,297 株 主 資 本 4,197,182
電 話 加 入 権 7,114 資 本 金 1,262,736
投 資 そ の 他 の 資 産 3,624,273 資 本 剰 余 金 1,193,554
投 資 有 価 証 券 392,430 資 本 準 備 金 1,178,496
関 係 会 社 株 式 139,000 そ の 他 資 本 剰 余 金 15,058
出 資 金 2,060 利 益 剰 余 金 2,195,351
出 資 積 立 金 19,009 利 益 準 備 金 79,478
長 期 貸 付 金 30,843 そ の 他 利 益 剰 余 金 2,115,872
関係会社長期貸付金 3,436,340 別 途 積 立 金 1,000,000
従 業 員 長 期 貸 付 金 4,488 繰 越 利 益 剰 余 金 1,115,872
破 産 更 生 債 権 等 12,760 自 己 株 式 △454,459
長 期 前 払 費 用 5,711 評 価 ・ 換 算 差 額 等 28,108
差 入 保 証 金 333,521 その他有価証券評価差額金 28,108
繰 延 税 金 資 産 146,374
そ の 他 217,650
貸 倒 引 当 金 △1,115,916 純 資 産 合 計 4,225,291
資 産 合 計 13,653,246 負債及び純資産合計 13,653,246
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損 益 計 算 書
（2022

2023
年
年

４
３

月
月

１
31

日から
日まで）

（単位：千円）
科 目 金 額

営 業 収 益 8,504,663
営 業 原 価 7,564,485
営 業 総 利 益 940,178
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 489,866
営 業 利 益 450,311
営 業 外 収 益
受 取 利 息 31,946
受 取 配 当 金 86,825
受 取 保 険 金 37,576
投 資 有 価 証 券 売 却 益 52,099
車 両 賃 貸 収 入 11,634
そ の 他 18,529 238,611

営 業 外 費 用
支 払 利 息 50,199
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 10,000
車 両 賃 貸 料 11,357
そ の 他 12,447 84,004
経 常 利 益 604,919
特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 1,561
貸 倒 引 当 金 戻 入 益 80,474
そ の 他 90 82,125

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 3,302
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 14,020
関 係 会 社 出 資 金 評 価 損 3,000 20,322
税 引 前 当 期 純 利 益 666,722
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 185,874
法 人 税 等 調 整 額 △1,724 184,150
当 期 純 利 益 482,572
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書
2023年５月22日

センコン物流株式会社
取 締 役 会 御 中

Ｒ Ｓ Ｍ 清 和 監 査 法 人
東京事務所

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 戸 谷 英 之
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 武 本 拓 也

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、センコン物流株式会社の2022年４

月１日から2023年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対
照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行っ
た。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会

計の基準に準拠して、センコン物流株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算
書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと
認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行

った。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」
に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び
連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載

内容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プ
ロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておら

ず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
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連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程
において、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に
重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内
容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場

合には、その事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連

結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表
示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備
及び運用することが含まれる。
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成

することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する
責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監

視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は

誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において
独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬
により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影
響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を

通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リ
スクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断によ
る。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではな
いが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するため
に、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会
計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
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・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、ま
た、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は
状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重
要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚
起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連
結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監
査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継
続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表
示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示している
かどうかを評価する。

・ 連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十
分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び
実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で

識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められて
いるその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定

を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害
要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行
う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により

記載すべき利害関係はない。
以 上
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会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書
2023年５月22日

センコン物流株式会社
取 締 役 会 御 中

Ｒ Ｓ Ｍ 清 和 監 査 法 人
東京事務所

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 戸 谷 英 之
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 武 本 拓 也

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、センコン物流株式会社の

2022年４月１日から2023年３月31日までの第64期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対
照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算
書類等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計

の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点にお
いて適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行

った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」
に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から
独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、
意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載

内容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プ
ロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、

当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
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計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程に
おいて、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要
な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に
重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場

合には、その事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計

算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示
のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び
運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成する

ことが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任
がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監

視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤

謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独
立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬によ
り発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与
えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を

通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リ
スクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断によ
る。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するため
に、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会
計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
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・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、
入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況
に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な
不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起する
こと、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等
に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日
までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業とし
て存続できなくなる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構
成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうか
を評価する。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で

識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められて
いるその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定

を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害
要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行
う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害

関係はない。
以 上
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監査等委員会の監査報告書

監 査 報 告 書
当監査等委員会は、2022年４月１日から2023年３月31日までの第64期事業年度にお

ける取締役の職務の執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとお
り報告いたします。

１．監査の方法及びその内容
監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する

取締役会決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）
について取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受
け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施しま
した。
①監査等委員会が定めた監査の方針に従い、会社の内部統制部門と連携の上、 重要な
会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、
必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所におい
て業務及び財産の状況を調査しました。また、子会社については、子会社の取締役及
び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を
受けました。

②会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検
証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応
じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを
確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する
品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の
通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸
借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並び
に連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結
注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示してい
るものと認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実
は認められません。

③内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当
該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行について
も、指摘すべき事項は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人ＲＳＭ清和監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
会計監査人ＲＳＭ清和監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2023年５月25日
センコン物流株式会社 監査等委員会

監査等委員 小 柏 薫 ㊞
監査等委員 佐 藤 裕 一 ㊞
監査等委員 川 田 増 三 ㊞

（注）監査等委員小柏 薫、佐藤裕一及び川田増三は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定
する社外取締役であります。

以 上
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〈会場ご案内図〉

◎交通…JR東北本線 名取駅から徒歩15分
会 場 宮城県名取市下余田字中荷672番地の１

センコン物流株式会社 名取本社会議室
電話（022）382-6127（代表）
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